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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．上記の売上高には消費税等を含んでおりません。 

３．第134期第２四半期連結累計期間、第134期第２四半期連結会計期間及び第135期第２四半期連結会計期間の

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失が計上され

ているため、記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第134期

第２四半期連結
累計期間 

第135期
第２四半期連結

累計期間 

第134期
第２四半期連結

会計期間 

第135期 
第２四半期連結 

会計期間 
第134期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  291,162  297,489  158,876  155,088  691,223

経常損益（百万円）  △23,771  △16,685  △8,303  △8,903  △537

四半期（当期）純損益（百万円）  △16,253  1,654  △7,938  △8,299  6,757

純資産額（百万円） － －  153,982  166,161  196,134

総資産額（百万円） － －  825,736  780,636  908,938

１株当たり純資産額（円） － －  196.20  208.14  250.28

１株当たり四半期（当期）純損益

（円） 
 △22.74  2.31  △11.11  △11.61  9.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  2.31  －  －  9.38

自己資本比率（％） － －  17.0  19.1  19.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,848  24,061 － －  11,923

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 3,570  86,710 － －  △528

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △47,145  △78,417 － －  △62,578

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  38,659  69,695  37,283

従業員数（人） － －  22,699  24,226  23,524
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 当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。 

 また、主要な関係会社の異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社であった富士物流㈱は、当社が所有する株式の一部を売

却したため、関連会社ではなくなりました。 

  

  

（１）連結会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数を記載しており、出向者は除いております。 

２．従業員数欄の[ ]内は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しておりま

す。  

（２）提出会社の状況 

（注）１．従業員数は就業人員数を記載しており、出向者は除いております。 

２．従業員数欄の[ ]内は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員数を外数で記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）           24,226  [4,190]      

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）              818     [22]      
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（１）生産実績 

 当社グループの生産品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等は必ず

しも一様ではないため、セグメントごとに生産規模を金額又は数量で示すことはしておりません。 

（２）受注状況 

 当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様にわたっており、受注生産形態をとらない製品も多く、セ

グメントごとに受注規模を金額又は数量で示すことはしておりません。このため受注状況については、「４ 財政

状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (1) 業績の状況」におけるセグメント別状況に関連付けて

示しております。 

（３）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

  

  

 当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同四半期比（％）

エネルギーソリューション  11,776  －

環境ソリューション  61,602  －

半導体  21,085  －

器具  16,609  －

自販機  21,737  －

ディスク媒体  7,924  －

その他  28,177  －

消去  △13,824  －

合計  155,088  －

２【事業等のリスク】
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 （１）メーター事業の合弁会社設立に関する契約書  

 （２）メーター事業の合弁会社設立に関する株主間契約書  

  

 （３）メーター事業の合弁会社設立延期に関する覚書 

  

３【経営上の重要な契約等】

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

富士電機ホールディン

グス㈱（当社）、  

富士電機システムズ㈱ 

（連結子会社）、 

㈱安曇富士（連結子会

社） 

General Electric 

Company（米国）、 

GE Energy Japan, 

Ltd.  

・国内の電力分野、その他の顧客向けメーターを設

計・製造・販売する合弁会社（GE富士電機メータ

ー㈱）を平成22年10月１日付で設立する。 

・合弁会社の設立方法は、次の方法により行う。 

①富士電機システムズ㈱及び㈱安曇富士が共同新

設分割によりメーター事業の新会社を設立す

る。 

②共同新設分割後、㈱安曇富士と富士電機システ

ムズ㈱は、富士電機システムズ㈱を存続会社と

する吸収合併を行う。 

③新会社の株式の49.99%を富士電機システムズ㈱

がGE Energy Japan, Ltd.に譲渡する。 

・富士電機ホールディングス㈱は富士電機システム

ズ㈱及び㈱安曇富士の親会社として、General 

Electric CompanyはGE Energy Japan, Ltd.の親会

社として、本契約を各々の子会社に履行させる。 

平成22年７月30日

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

富士電機システムズ㈱ 

（連結子会社）、 

富士電機ホールディン

グス㈱（当社）   

GE Energy Japan, 

Ltd.、 

General Electric 

Company（米国） 

・メーター事業の合弁会社の運営に関する株主（富

士電機システムズ㈱及びGE Energy Japan, Ltd.）

間の合意事項を定める。 

・富士電機ホールディングス㈱は富士電機システム

ズ㈱の親会社として、General Electric Company

はGE Energy Japan, Ltd.の親会社として、本契約

を各々の子会社に履行させる。  

平成22年７月30日

契約会社名 相手方の名称 契約内容 契約締結日

富士電機ホールディン

グス㈱（当社）、 

富士電機システムズ㈱ 

（連結子会社）、 

㈱安曇富士（連結子会

社）   

General Electric 

Company（米国）、 

GE Energy Japan, 

Ltd.、 

GE Infrastructure 

Technology 

International, 

LLC（米国） 

・国内の電力分野、その他の顧客向けメーターを設

計・製造・販売する合弁会社（GE富士電機メータ

ー㈱）の設立を延期する。  

平成22年９月29日
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（１）業績の状況 

 当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、円高の進行がありましたが、中国を中

心としたアジア市場の拡大に支えられ、国内市場向け、海外市場向けともに回復傾向で推移しました。先行きにつ

いては、米国、欧州を中心とした海外景気の下振れ懸念や円高の進行など不透明感が続くものと思われます。 

 このようななか、当社グループは、平成22年３月期から始まった中期経営計画の中間年度である当連結会計年度

を「持続的成長への基盤作り」と位置付け、今後の成長に向け経営リソースを「エネルギー・環境」事業に重点的

に配分するとともに、プロダクト分野においては投資に制限を加えながら安定収益の確保に取り組んでおります。

また、海外事業についても取り組みを強化しております。 

 当第２四半期連結会計期間の連結業績は次のとおりとなりました。 

 売上高は前年同四半期に比べ3,788百万円減少の155,088百万円となりました。アジア市場の拡大により、コンポ

ーネント品を中心に半導体部門、器具部門において好調に推移しました。一方、前連結会計年度の受注減の影響を

受けたエネルギーソリューション部門、環境ソリューション部門、国内流通市場の投資抑制の影響を受けた自販機

部門、顧客の在庫調整影響を受けたディスク媒体部門は苦戦を強いられました。 

 損益面では、コンポーネント品の物量増加に加え、前連結会計年度に実施した事業構造改革の効果により営業損

益は△5,407百万円となり、前年同四半期に比べ487百万円の改善となりました。一方、為替の円高影響による為替

差損の計上により、経常損益は前年同四半期に比べ600百万円悪化の△8,903百万円、四半期純損益は同361百万円

悪化の△8,299百万円となりました。 

  

＜セグメント別状況＞ 

■エネルギーソリューション部門  

 当部門の売上高は11,776百万円となり、営業損益は△1,614百万円となりました。当部門はプラント事業を中

心に売上高及び損益面で第４四半期に偏重とならざるを得ない状況にあります。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は345億円（富士電機システムズ㈱のエネルギーソリューション部

門単独ベース）となっております。  

 売上高は前連結会計年度の新設プロジェクトの発注延期や凍結による大幅な受注減の影響を受けました。損益

面では資材コストダウンや経費の削減に努めましたが、売上高の減少影響を受けました。 

 なお、火力発電市場の海外案件を中心に、当第２四半期連結会計期間における受注高は前年同四半期を大幅に

上回っております。 

  

■環境ソリューション部門  

 当部門の売上高は61,602百万円となり、営業損益は△1,675百万円となりました。当部門はプラント事業を中

心に売上高及び損益面で第４四半期に偏重とならざるを得ない状況にあります。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は570億円（富士電機システムズ㈱の環境ソリューション部門単独

ベース）となっております。  

 産業ソリューション分野は、国内の大型設備投資抑制や海外の大口案件の端境期による影響を受けました。 

 社会ソリューション分野は、電源事業の統合効果がありましたが、大口案件の減少による影響を受けました。

 輸送ソリューション分野は、インバータを主とした搬送システムにおいて中国を中心としたアジア市場の好調

業種の牽引による効果がありました。  

  

■半導体部門  

 当部門の売上高は21,085百万円となり、営業損益は1,056百万円となりました。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は194億円（富士電機システムズ㈱の半導体部門単独ベース）とな

っております。   

 半導体分野は、電源分野向けは、需給の逼迫感は一段落しましたが、アジア市場を中心として好調を維持しま

した。産業分野向けは、中国での各産業に渡る旺盛な設備投資や欧州などの新エネルギー向けの投資により需要

環境は高レベルで推移しました。自動車電装分野向けは、国内市場だけでなく海外市場においても好調に推移し

ました。 

 感光体分野は、製品価格の下落や円高の進行影響を受けました。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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■器具部門  

 当部門の売上高は16,609百万円となり、営業損益は814百万円となりました。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は132億円（富士電機システムズ㈱の器具部門及び富士電機機器制

御㈱単独ベースの合計）となっております。  

 国内市場においてはアジア向け外需の主導により、機械メーカー向け需要が大きく拡大しました。海外市場に

おいては高い成長力を持続する中国を中心としたアジア向け需要が大きく拡大しました。営業損益は、売上増加

に伴う増益効果と前連結会計年度に実施した構造改革による固定費削減効果により、大幅に改善し、黒字化を達

成しました。 

  

■自販機部門  

 当部門の売上高は21,737百万円となり、営業損益は△852百万円となりました。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は214億円（富士電機リテイルシステムズ㈱単独ベース）となって

おります。 

 自販機分野は、猛暑の影響により飲料消費量は回復したものの、流通市場の景気低迷の影響により飲料メーカ

ーの投資回復までは至りませんでした。 

 通貨機器分野は、一部顧客の追加投資により自動つり銭機の販売量が増加しました。 

  

■ディスク媒体部門 

 当部門の売上高は7,924百万円となり、営業損益は△2,396百万円となりました。 

  なお、当第２四半期連結会計期間の受注高は89億円（富士電機デバイステクノロジー㈱単独ベース）となって

おります。 

 ＨＤＤ市場は第１四半期連結会計期間は回復基調となったものの、第２四半期連結会計期間以降在庫調整局面

となり当部門も第２四半期連結会計期間以降は低調に推移しました。売上高は顧客の在庫調整影響を受けまし

た。営業損益は総経費の圧縮、コストダウンなど構造改革の効果がありました。 

  

■その他部門  

 当部門の売上高は28,177百万円となり、営業損益は230百万円となりました。 

（２）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間における連結ベースのフリー・キャッシュ・フロー（「営業活動によるキャッシュ・

フロー」＋「投資活動によるキャッシュ・フロー」）は21億87百万円の資金の減少（前年同四半期は21億76百万円

の減少）となり、前年同四半期に対し11百万円の悪化となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において営業活動による現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の減少は、６

億61百万円（前年同四半期106億79百万円の減少）となりました。これは、前受金が増加した一方で、たな卸資産

が増加したことなどが主な要因であります。 

 前年同四半期に対しては、100億18百万円の好転となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において投資活動による資金の減少は、15億25百万円（同85億３百万円の増加）とな

りました。投資有価証券の売却による収入があったものの、固定資産の取得による支出がこれを上回ったことが主

な要因であります。 

 前年同四半期に対しては、100億28百万円の悪化となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当第２四半期連結会計期間において財務活動による資金の減少は、136億26百万円（同176億75百万円の減少）と

なりました。これは、主として借入金の返済によるものであります。 

 これらの結果、当第２四半期連結会計期間における連結ベースの資金は、第１四半期連結会計期間末に比べ160

億70百万円（18.7％）減少し、696億95百万円となりました。 
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

① 基本方針の内容 

 当社グループは、「富士電機グループ経営理念」において、基本理念として「地球社会の良き企業市民とし

て、地域、顧客、パートナーとの信頼関係を深め、誠実にその使命――『豊かさへの貢献』、『創造への挑

戦』、『自然との調和』――を果たす」ことを掲げるとともに、経営方針として、「①独創的な技術と心のこも

ったサービスで、顧客の期待に応え、最大の満足を提供する ②企業の拡大発展を図り、適正な利益を確保し、

その成果を株主、社員並びに社会と分かちあう ③社員一人ひとりを尊重し、個性を最大限に伸ばす」ことを定

めております。 

 その経営理念を実践する過程で、当社グループは、独自の技術、経験及びノウハウ等を積み重ねるとともに、

顧客、取引先、地域社会、従業員等さまざまなステークホルダーとの間の良好な関係の維持、発展に努めてまい

りました。 

 これらは、当社グループの有形・無形の貴重な財産であり、いわば“富士電機のＤＮＡ”とも呼ぶべき、当社

グループの企業価値の創造を支える源泉であります。 

 当社グループは、その経営理念に基づき、環境の変化に適合した経営を実践し、中長期的な視野で企業価値と

株主の皆様の共同利益を一層向上させていくことが、当社グループの企業価値を損なう当社株式の買付行為に対

する最も有効な対抗手段であると認識しており、その実現に努めてまいります。 

 また、当社の株式価値を適正にご理解いただくようＩＲ活動に積極的に取り組むとともに、株主の皆様には四

半期毎の業績等に関する報告書の発行、工場見学会の開催等により、当社グループに対するご理解をより一層深

めていただくよう努めてまいります。 

 当社取締役会は、上場会社として株主の皆様の自由な売買を認める以上、特定の者による当社株式の大規模買

付行為がなされる場合、これに応ずるべきか否かの判断は、最終的には株主の皆様のご判断に委ねられるべきと

考えます。 

 しかしながら、一般にも高値での売り抜け等の不当な目的による企業買収の存在は否定できないところであ

り、当社取締役会は、このような当社グループの企業価値・株主の皆様の共同利益を損なう当社株式の大規模買

付行為や提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として、適当ではないと考えておりま

す。 

 現時点において、当社株式の大規模買付に係る具体的な脅威が生じている訳でなく、また当社としても、その

ような買付者が現れた場合の具体的な取り組み（いわゆる「買収防衛策」）を予め定めるものではありません。 

 しかし、当社取締役会は、株主の皆様から経営の負託を受けた経営者の責務として、当社グループの企業価

値・株主の皆様の共同利益を損なうおそれがある株式の大規模買付行為がなされた場合に、適切な措置を執り得

る社内体制を整備いたします。  

② 基本方針を実現するための当社の取り組み 

１）当社のグループ企業価値向上の取り組み 

  当社グループは、持続的成長に向けた基本戦略として、2011年度までを対象とする中期経営計画において、

世界各国で見込まれるエネルギー・環境投資を背景として、長年培ってきた電気を自在に操る「パワーエレク

トロニクス技術」をベースとし、グローバル市場で成長を成し遂げることを目指しております。 

 その実現に向け、迅速に経営リソースを「エネルギー・環境」事業にシフトし、「事業を通じてグローバル

社会に貢献する企業」として企業価値の最大化とＣＳＲ経営の実現を目指します。 

２）基本方針に照らし不適切な者による当社の支配を防止するための取り組み 

 当社は、上記①の基本方針に基づき、当社グループの企業価値・株主の皆様の共同利益を損なう、又はその

おそれのある当社株式の買付行為に備え、社内体制の整備に努めております。 

 具体的には、日常より当社株式の取引や株主の異動状況を常に注視するとともに、平時より有事対応の初動

マニュアルを整備し、外部専門家との連携体制等を整えておりますが、今後とも迅速かつ適切に具体的対抗措

置を決定、実行し得る社内体制の充実に努めてまいります。 

 また、いわゆる「買収防衛策」の導入につきましても、法制度や関係当局の判断・見解、社会動向やステー

クホルダーの意見等を踏まえ、企業価値、株主の皆様の共同利益の確保、向上の観点から、引き続き検討して

まいります。 
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③ 上記の取り組みに対する取締役会の判断及び判断理由 

 当社取締役会は、上記②.１）の取り組みが当社の企業価値を中期的に維持・拡大させるものであり、また、同

②.２）の取り組みが当社グループの企業価値・株主の皆様の共同利益を毀損するような当社株式の大規模買付行

為に対応するための社内体制を整備するものであることから、そのいずれの取り組みも、上記①の基本方針に即

したものであり、株主の皆様の共同利益を損なうものではなく、現経営陣の地位の維持を目的とするものでもな

い旨を確認し決議しました。 

 また、監査役についても上記②の取り組みについてその具体的運用が適切に行われることを条件として、全員

が同意しております。  

（４）研究開発活動 

 当第２四半期連結会計期間における研究開発は、「エネルギーと環境」をキーワードにした技術プラットフォー

ムの構築と、それをベースにしたコンポーネント及びソリューションの開発に注力しました。また、研究開発のグ

ローバル化を推進し、中国、米国、欧州など海外現地での研究開発を強化しています。 

 研究開発は、当社の研究開発部門と、各事業会社の開発設計部門で行っており、グループの企業価値最大化に貢

献すべく、両者の連携を強化して取り組んでおります。 

 当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は89億10百万円であり、各セグメント別の研究の

目的、研究成果及び研究開発費は次のとおりであります。 

 また、当第２四半期連結会計期間末においてグループが保有する国内外の産業財産権の総数は8,296件でありま

す。 

  

■エネルギーソリューション部門 

 グリーンエネルギーソリューション分野では、地熱発電、火力発電などの発電設備の研究開発を行っています。

グリッドソリューション分野では、太陽光発電システム、系統・配電システム、計測システム、電力量計などの研

究開発を行っています。 

 当部門の研究開発費は11億61百万円であります。 

■環境ソリューション部門 

 産業ソリューション分野では、各種設備やシステム装置で用いられる、パワーエレクトロニクス機器、計測・制

御機器、変電機器等の電気機器の研究開発や、これらの技術を応用して工場の省エネルギーを実現させるための研

究開発を行っています。社会ソリューション分野では、電源システムやクリーンルーム設備の研究開発、インター

ネットデータセンタ・ビル・店舗等の省エネルギーを実現させるための研究開発を行っています。輸送ソリューシ

ョン分野では、環境対応自動車や鉄道向けの電気機器などの研究開発を行っています。 

当第２四半期連結会計期間の主な成果として、産業ソリューション分野では、プログラマブルコントローラ

「MICREX-SX」において、各種プラント設備の安定稼動を図れる二重化アナログ出力モジュール、及びコントロー

ラとフィールド装置間の高速データ伝送を可能とするPROFIBUS-DPインターフェースモジュールを開発し、発売を

開始しました。社会ソリューション分野では、入力電源環境を監視し、高効率運転（効率93％以上）と品質運転を

自動切替可能な常時インバータ給電方式ミニUPS「EX100シリーズ」を開発し、発売しました。また、データセンタ

ーのサーバルームの部分的な熱だまりの現象を解消し省エネを図るため、サーバラック近傍に空調機を設置しダイ

レクトに冷却する「F-COOLSPOT」局所空調システムを開発しました。さらに、半導体・FPD分野の局所的なクリー

ン化に対応し、省スペースに対応できる薄型（150mm）で、当社従来品比30％省エネとなるファン・フィルタ・ユ

ニット「F-Cube-N」を開発し、発売を開始しました。輸送ソリューション分野では、電気自動車用の地上インフラ

設備として、約30分でバッテリの約80％充電が可能な直流急速充電器「FRCシリーズ」を開発し、発売を開始しま

した。また、位置・速度・トルク制御を行うユーザ向けに、従来より簡単に調整ができ、操作性を向上させたサー

ボシステム「ALPHA5 Smartシリーズ」を開発し、発売を開始しました。 

 当部門の研究開発費は32億49百万円であります。 

  

2010/11/15 11:28:2110689246_第２四半期報告書_20101115112812

- 8 -



■半導体部門 

当部門では、半導体、感光体などの電子デバイス関連の研究開発を行なっております。 

当第２四半期連結会計期間の主な成果として、半導体分野では、エネルギー・環境分野向けに、3レベル変換回

路の一つであるアドバンストNPC（Neutral Point Clamped）用のIGBTモジュールを量産化しました。本製品は、

RB-IGBT（逆阻止IGBT）を用いることにより、回路を構成する素子数を減して導通損失を大幅に低減することが可

能であり、UPSや太陽光PCS（Power Conditioning System）などの様々な変換装置への適用が期待されます。電源

システム向けでは、IDC（Internet Data Center）に使われるサーバやUPSなどの電源システムの省エネ化・小型

化・高信頼性化に貢献する800V耐圧ハイサイド・ローサイドドライバーIC「FA5650シリーズ」や、液晶テレビなど

のAV機器の低待機電力化に貢献する第4世代擬似共振電源IC「FA5640シリーズ」を開発しました。また、次世代パ

ワー半導体デバイスとして期待されているSiC（炭化ケイ素）を用いるパワー半導体パッケージを開発しました。

従来のパッケージと比較して、約1/4の体積を実現し、当社グループ独自のワイヤボンディングレス配線技術、低

熱抵抗技術、高耐熱技術などを採用することで、高効率に加えて高信頼性も実現したパッケージとなっています。

感光体分野では、A0サイズ大判プリンタ用感光体として、耐久性及び電位安定性改善組成を適用し膜厚を適正化す

ることにより顧客要求の帯電特性を満足し、当社グループの製品系列に新たなラインナップを加えました。また、

画像形成特性の向上を目的に電荷輸送材料の高度化を図り、高画質カラープリント用感光体を開発しました。さら

に、環境に優しい高耐久正帯電型感光体も開発しました。 

当部門の研究開発費は17億81百万円であります。 

  

■器具部門 

当部門では、ビルディング・施設の電気設備や工場生産ラインの制御システムにおいて、電気を効率的かつ安

全に利用するための受配電機器、及び生産設備や生産機械の自動化・最適化を図る制御機器の研究開発を行ってお

ります。 

当第２四半期連結会計期間の主な成果として、受配電回路の保護・計測に適した250AFから630AFの電子式ブレ

ーカを一新し、漏電遮断器をラインナップに追加しました。また、推定短絡容量の大きな工場設備に使用可能な高

機能かつコンパクトな低圧気中遮断器（ACB）の800AFから4000AFまでの製品化を行いました。 

当部門の研究開発費は５億97百万円であります。 

  

■自販機部門 

当部門では、自動販売機、フード機器、カード・通貨機器などの研究開発を行っております。 

当第２四半期連結会計期間の主な成果として、自動販売機分野では、環境対応技術（省エネルギー技術）の向

上に取り組み、2011年度缶自動販売機としての量産試作を開始しました。顧客と共同開発しているデジタルサイネ

ージ自販機については、フィールドテストを開始し高い評価を受けています。カップ式自動販売機では市場におけ

る競争力の向上を目指し、全体の構成を見直すとともに、主要コンポーネントの要素技術開発を終了し、製品化に

取り組んでいます。通貨機器分野では、硬貨・紙幣つり銭機の市場対応性の向上を図り、主要なコンポーネントの

モジュール化設計を推進しています。 

当部門の研究開発費は９億92百万円であります。 

■ディスク媒体部門 

当部門では、磁気ディスク装置(HDD)に使用される磁気ディスク媒体の研究開発を行っています。 

当第２四半期連結会計期間の主な成果として、667ギガバイト／枚の容量の3.5インチアルミ媒体を量産化しま

した。また、5層磁性層のECC（Exchange Coupled Composite）媒体技術を開発しました。この技術は低ノイズと書

き込みやすさとを両立し更なる大容量化を可能としており、この技術を用いて3.5インチサイズで１テラバイト／

枚、2.5インチサイズで500ギガバイト／枚の容量の、アルミ媒体及びガラス媒体の製品化開発を行っていきます。

当部門の研究開発費は11億28百万円であります。 

  

  

(注) 上記のうち、将来の経営目標等に関する記載は、本四半期報告書の提出日現在において当社が合理的と判断し

た一定の前提に基づいたものであります。これらの記載は、実際の結果とは実質的に異なる可能性があり、当

社はこれらの記載のうち、いかなる内容についても、確実性を保証するものではありません。 
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（１）主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設・拡充のうち、当第２四半期連結会計期間に

完成したもの及びその完成年月は次のとおりであります。 

第３【設備の状況】

セグメントの名称 当第２四半期連結会計期間に完成したもの（百万円） 完成年月

エネルギーソリューション  393  平成22年７月～９月 

環境ソリューション  478  平成22年７月～９月 

半導体  2,459  平成22年７月～９月 

器具  362  平成22年７月～９月 

自販機  895  平成22年７月～９月 

ディスク媒体  4,405  平成22年７月～９月 

その他  145  平成22年７月～９月 

全社（共通）  98  平成22年７月～９月 

合計  9,238 －  
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（２）設備の新設、除却等の計画 

 当社グループは、多種多様な事業を国内外で行っており、第２四半期連結会計期間末時点ではその設備の新設・

拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定しておりません。そのため、セグメントごとの数値を開示する方法に

よっております。 

 平成22年９月30日現在において実施及び計画している設備の新設、拡充の状況は次のとおりであります。 

（注）１．上記の金額には、消費税等を含んでおりません。  

２．経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はありません。  

３．上記設備計画の今後の所要資金は、自己資金により充当する予定であります。  

  

セグメントの
名  称 

計画額 
（百万円） 

既検収額 
（百万円） 

平成22年
10月以降の 
検収予定額
（百万円） 

着工年月 完成年月 設備等の主な内容・目的

 エネルギー 

 ソリューション 
 1,185  505  679  平成22年４月  平成23年４月 

火力機器、水力機器、原子力関

連機器、太陽電池等の生産能力

増強及び新製品・新機種開発並

びに生産合理化等 

 環境 

 ソリューション 
 3,657  854  2,803  平成21年11月  平成23年４月 

情報・通信・制御システム、計

測システム、環境装置、駆動制

御機器、冷凍・冷蔵ショーケー

ス等の生産能力増強及び新製

品・新機種開発並びに生産合理

化等 

半導体  34,058  24,852  9,206  平成19年６月  平成23年９月 

半導体素子、ＩＣ、複写機用感

光体の生産能力増強及び新製

品・新機種開発並びに生産合理

化等  

器具  2,101  431  1,669  平成22年４月  平成24年12月 

受配電機器の生産能力増強及び

新製品・新機種開発並びに生産

合理化等  

自販機  4,416  1,028  3,388  平成22年１月  平成23年11月 

自動販売機、飲料ディスペン

サ、自動給茶機、硬貨・紙幣鑑

別装置、非接触ＩＣカードシス

テム、金銭処理機等の生産能力

増強及び新製品・新機種開発並

びに生産合理化等  

ディスク媒体  8,989  6,763  2,226  平成20年９月  平成23年３月 

磁気記録媒体等の生産能力増強

及び新製品・新機種開発並びに

生産合理化等  

その他  822  376  445  平成22年４月  平成23年３月 研究開発設備、医療設備等 

合計  55,232  34,812  20,420   －    －    －  
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書の提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,600,000,000

計  1,600,000,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月15日） 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式 746,484,957 746,484,957 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

大阪証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

福岡証券取引所 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は1,000株で

あります。 

計 746,484,957 746,484,957 － － 
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会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

 2016年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債（平成18年６月１日発行） 

（注）１．新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する数は、行使請求に係る社債の額面金額の総数を下記

３．記載の転換価額で除した数とする。ただし、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調

整は行わない。新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、会社法に定める単元未満株式の買

取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

２．新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、各社債の発行価額500万円と同額とする。 

３．転換価額は、新株予約権付社債の発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行

し又は当社の保有する当社普通株式を処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式におい

て、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。 

 また、転換価額は、当社普通株式の分割又は併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式の

交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されるものを含む。）の発行が行われる場合その他一定

の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

（２）【新株予約権等の状況】

  
第２四半期会計期間末現在 

（平成22年９月30日） 

新株予約権付社債の残高 1,010百万円 

新株予約権の数 
202個と代替新株予約権付社債券に係る社債額面金額を

500万円で除した個数との合計数 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － 

新株予約権の目的となる株式の種類 

普通株式 

権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式で

あり、単元株式数は1,000株であります。  

新株予約権の目的となる株式の数（注）1 1,043,388株 

新株予約権の行使時の払込金額（注）２、３ １株当たり968円 

新株予約権の行使期間（注）４ 
自 平成18年６月19日 

至 平成28年５月18日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（注）３ 

発行価格 

資本組入額 

968円 

484円 

新株予約権の行使の条件 各新株予約権の一部行使はできない 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権は転換社債型新株予約権付社債に付されたもの

であり、社債からの分離譲渡はできない 

代用払込みに関する事項 

各新株予約権の行使に際しては、各社債を出資するものと

し、行使に際して払い込むべき金額は、当該社債の額面金

額と同額とする   

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  － 

                      

  既発行 

株式数 ＋ 

新発行又は 

処分株式数 
× 

１株当たりの 

払込金額   

調 整 後 

転換価額 
＝ 

調 整 前 

転換価額 
× 

  時価 

既発行株式数＋新発行又は処分株式数 
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４．①当社の選択による社債の繰上償還の場合は（繰上償還を受けないことが選択された各社債を除く。）、償還

日の３東京営業日前の日まで、②新株予約権付社債の所持人の選択による社債の繰上償還の場合は、償還通知

書が新株予約権付社債の要項に定める支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託された時まで、③社債の買

入消却の場合は、当社が社債を消却した時又は当社の子会社が本社債を消却のため当社に交付した時まで、ま

た④社債の期限の利益の喪失の場合は、期限の利益の喪失時までとする。上記いずれの場合も、平成28年５月

18日（行使請求受付場所現地時間）より後に新株予約権を行使することはできず、また新株予約権付社債の要

項に従って当社の組織再編等を行うために必要な場合、それらの効力発生日から14日後以内の日に先立つ30日

以内の当社が指定する期間は、新株予約権を行使することはできない。「組織再編等」とは（ⅰ）合併（新設

合併又は当社が存続会社とならない吸収合併で、当該合併が当社の株主総会で承認された場合をいう。）、

（ⅱ）会社分割（新株予約権付社債に基づく当社の義務が分割先の会社に移転される当社の新設分割又は吸収

分割で、当該会社分割が当社の株主総会で承認された場合をいう。）（ⅲ）株式交換又は株式移転（当社が他

の会社の完全子会社となる株式交換又は株式移転で、当該株式交換又は株式移転が当社の株主総会で承認され

た場合をいう。）、（ⅳ）資産譲渡（当社の財産の全部又はこれと同視しうる財産の他の会社への売却又は移

転で、その条件に従って新株予約権付社債に基づく当社の義務が相手先に移転される場合をいう。）、並びに

（ⅴ）その他の日本法上の会社再編手続きで、これにより社債及び／又は新株予約権に基づく当社の義務が他

の会社に引き受けられることとなるものを総称していうものとする。なお、上記（ⅰ）、（ⅱ）及び（ⅲ）に

ついては、株主総会決議が不要の場合は、当該行為に関する取締役会決議がなされた場合をいうものとする。

５．本新株予約権付社債の所持人は、平成24年６月１日に本社債を額面金額の100％で繰上償還することを当社に

対して請求する権利を有しております。 

  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

該当事項はありません。  

  

  

  

  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成22年７月１日 

～平成22年９月30日  
－   746,484  －  47,586 －   56,777
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 （注）１．富士通株式会社が保有する議決権の数の総株主の議決権の数に対する割合は、10.44％であります。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）の所有株式は、全て信託業務に係る株式であります。 

３．当社が所有する自己株式数は31,841千株であります。 

  

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 富士通株式会社 
 神奈川県川崎市中原区上小田中 

 四丁目１番１号 
        74,333       9.96

 日本トラスティ・サービス信託 

 銀行株式会社（信託口） 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号         36,282       4.86

 日本マスタートラスト信託銀行 

 株式会社（信託口） 
 東京都港区浜松町二丁目11番３号         34,868       4.67

 朝日生命保険相互会社  東京都千代田区大手町二丁目６番１号         23,266       3.12

  株式会社みずほコーポレート 

 銀行 
 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号         22,254       2.98

 古河電気工業株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目２番３号         13,422       1.80

 ファナック株式会社 
 山梨県南都留郡忍野村忍草字古馬場 

 3580番地 
        13,421       1.80

 古河機械金属株式会社  東京都千代田区丸の内二丁目２番３号         11,025       1.48

 株式会社損害保険ジャパン  東京都新宿区西新宿一丁目26番１号        9,851       1.32

 みずほ信託銀行株式会社  東京都中央区八重洲一丁目２番１号        7,991       1.07

計 －          246,715        33.05
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 ①【発行済株式】 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式231株が含まれております。  

  

②【自己株式等】 

（注）上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権の数１個）

あります。なお、当該株式は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含まれており

ます。  

  

  

  

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    

（相互保有株式） 

普通株式        

31,841,000

44,000

－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。 

完全議決権株式（その他） 普通株式   711,729,000        711,729 同上 

単元未満株式 普通株式     2,870,957 － 同上 

発行済株式総数 746,484,957 － － 

総株主の議決権 －        711,729 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

富士電機ホールディン

グス株式会社 

東京都品川区大崎

一丁目11番２号 
  31,841,000  － 31,841,000       4.27

（相互保有株式） 

株式会社富士交易 

東京都中央区日本

橋三丁目13番５号 
 44,000  － 44,000       0.01

計 －    31,885,000  － 31,885,000       4.27
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

  

  

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）    305    279    292    260    239    232 

最低（円）    255    228    241    226    198    206 

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 69,757 37,344

受取手形及び売掛金 152,786 223,107

商品及び製品 40,228 36,633

仕掛品 53,955 35,741

原材料及び貯蔵品 26,937 21,076

その他 61,710 62,387

貸倒引当金 △444 △617

流動資産合計 404,932 415,673

固定資産   

有形固定資産 ※1  171,144 ※1  176,193

無形固定資産 10,195 10,602

投資その他の資産   

投資有価証券 135,896 250,374

その他 59,710 57,252

貸倒引当金 △1,406 △1,375

投資その他の資産合計 194,200 306,251

固定資産合計 375,540 493,048

繰延資産 163 217

資産合計 780,636 908,938

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 111,443 131,746

短期借入金 55,818 94,100

コマーシャル・ペーパー － 18,000

未払法人税等 8,699 3,686

前受金 36,036 27,007

その他 133,981 106,442

流動負債合計 345,979 380,984

固定負債   

社債 71,010 111,010

長期借入金 116,813 126,680

退職給付引当金 12,623 11,152

役員退職慰労引当金 323 373

その他 67,724 82,604

固定負債合計 268,495 331,820

負債合計 614,474 712,804
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 47,586 47,586

資本剰余金 46,734 46,734

利益剰余金 42,357 42,010

自己株式 △7,099 △7,095

株主資本合計 129,578 129,235

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 25,583 52,985

繰延ヘッジ損益 83 110

為替換算調整勘定 △6,501 △3,464

評価・換算差額等合計 19,165 49,631

少数株主持分 17,417 17,267

純資産合計 166,161 196,134

負債純資産合計 780,636 908,938
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

売上高 291,162 297,489

売上原価 250,952 241,123

売上総利益 40,209 56,366

販売費及び一般管理費 ※1  60,726 ※1  67,371

営業損失（△） △20,517 △11,004

営業外収益   

受取利息 81 129

受取配当金 1,455 1,569

その他 1,118 786

営業外収益合計 2,655 2,486

営業外費用   

支払利息 3,467 2,853

コマーシャル・ペーパー利息 213 2

持分法による投資損失 704 828

為替差損 － 3,932

その他 1,523 550

営業外費用合計 5,909 8,168

経常損失（△） △23,771 △16,685

特別利益   

固定資産売却益 3,854 5

投資有価証券売却益 20 30,740

工事契約会計基準の適用に伴う影響額 ※2  5,854 －

その他 10 －

特別利益合計 9,739 30,745

特別損失   

固定資産処分損 604 112

投資有価証券評価損 175 2,624

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 2,270

事業構造改革費用 2,540 －

その他 469 1,826

特別損失合計 3,789 6,833

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△17,820 7,226

法人税等 △2 5,731

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,494

少数株主損失（△） △1,564 △160

四半期純利益又は四半期純損失（△） △16,253 1,654
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 158,876 155,088

売上原価 133,396 125,614

売上総利益 25,480 29,473

販売費及び一般管理費 ※1  31,374 ※1  34,880

営業損失（△） △5,894 △5,407

営業外収益   

受取利息 53 58

受取配当金 66 74

雇用調整助成金 390 －

その他 254 347

営業外収益合計 765 480

営業外費用   

支払利息 1,815 1,406

コマーシャル・ペーパー利息 99 －

持分法による投資損失 120 538

為替差損 662 1,748

その他 477 283

営業外費用合計 3,174 3,976

経常損失（△） △8,303 △8,903

特別利益   

固定資産売却益 3,812 4

投資有価証券売却益 20 564

その他 10 －

特別利益合計 3,843 569

特別損失   

固定資産処分損 472 70

投資有価証券評価損 21 9

事業構造改革費用 2,156 －

その他 314 138

特別損失合計 2,965 218

税金等調整前四半期純損失（△） △7,425 △8,552

法人税等 1,275 △411

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △8,141

少数株主利益又は少数株主損失（△） △762 158

四半期純損失（△） △7,938 △8,299
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△17,820 7,226

減価償却費 11,976 13,696

受取利息及び受取配当金 △1,537 △1,699

支払利息 3,467 2,853

投資有価証券売却損益（△は益） － △30,740

固定資産売却損益（△は益） △3,854 △5

固定資産処分損益（△は益） 604 112

投資有価証券評価損益（△は益） 175 2,624

売上債権の増減額（△は増加） 25,903 68,280

たな卸資産の増減額（△は増加） 35,887 △27,901

仕入債務の増減額（△は減少） △21,079 △17,767

前受金の増減額（△は減少） △22,005 9,023

その他 △10,376 2,435

小計 1,340 28,138

利息及び配当金の受取額 1,510 1,692

利息の支払額 △3,561 △2,703

法人税等の支払額 △2,138 △3,065

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,848 24,061

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △5,889 △6,978

有形固定資産の売却による収入 12,354 299

投資有価証券の取得による支出 △260 △199

投資有価証券の売却による収入 58 94,058

貸付けによる支出 △5,248 △3,084

貸付金の回収による収入 4,733 3,942

その他 △2,177 △1,327

投資活動によるキャッシュ・フロー 3,570 86,710

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △7,957 △38,562

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △14,000 △18,000

長期借入れによる収入 11,292 －

長期借入金の返済による支出 △8,591 △6,829

社債の償還による支出 △25,970 △10,000

自己株式の売却による収入 0 0

自己株式の取得による支出 △4 △4

配当金の支払額 － △1,071

少数株主への配当金の支払額 △59 △362

その他 △1,855 △3,586

財務活動によるキャッシュ・フロー △47,145 △78,417

現金及び現金同等物に係る換算差額 △432 △933

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △46,855 31,421

現金及び現金同等物の期首残高 85,365 37,283

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

150 990

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  38,659 ※1  69,695
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更 

第１四半期連結会計期間より、重要性が増加したため、常熟富士電機

社、富士電機機器制御コリア社及び上海富士電機変圧器社の３社を追加し

ました。また、富士電機松本メカニクス㈱（連結子会社）を富士電機エフ

テック㈱に、富士電機計測機器㈱（連結子会社）を富士電機システムズ㈱

に、㈱北陸富士及び㈱飯山富士（いずれも連結子会社）を㈱大町富士（富

士電機パワーセミコンダクタ㈱に商号変更）に、富士ブレイントラスト㈱

（連結子会社）を富士ライフ㈱（富士オフィス＆ライフサービス㈱に商号

変更）に、それぞれ吸収合併しました。なお、会社清算に伴い、富士電機

インスツルメンツ㈱を除外しました。 

また、当第２四半期連結会計期間より、重要性が増加したため、富士電

機パワーサプライ社を追加しました。 

  （2）変更後の連結子会社数 

51社 

２．持分法の適用に関する事項の変更 持分法適用関連会社 

①持分法適用関連会社の変更 

持分の譲渡に伴い、当第２四半期連結会計期間より、富士物流㈱を除

外しました。 

  ②変更後の持分法適用関連会社数 

２社 

３．会計処理基準に関する事項の変更   

(1）資産除去債務に関する会計基準の

適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企

業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。  

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失はそれぞ

れ43百万円増加し、税金等調整前四半期純利益は2,314百万円減少してお

ります。 

(2）企業結合に関する会計基準等の適

用 

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会

計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係る会

計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事

業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26

日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月

26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適

用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日）を適用して

おります。 
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【表示方法の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．為替差損 

 営業外費用の総額の100分の20を超えたため区分掲記しております。な

お、前第２四半期連結累計期間は、営業外費用の「その他」に727百万円含

まれております。 

（四半期連結損益計算書関係） 

２．少数株主損益調整前四半期純利益 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」

の科目で表示しております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書

関係） 

３．投資有価証券売却損益 

 重要性が増加したため区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累

計期間は、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に△20百万

円含まれております。 

  
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．雇用調整助成金 

 前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりましたが、重要性が

なくなったため、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。な

お、その金額は５百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

２．少数株主損益調整前四半期純損失 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一

部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」

の科目で表示しております。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

固定資産の減価償却費の算定方法 固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算を策定

しているため、当該予算に基づく年間償却予定額を期間按分して算定してお

ります。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の計算 税金費用については、当四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前

当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前

四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、見積実

効税率が使用できない一部の連結会社については法定実効税率を使用する方

法によっております。また、法人税等調整額は法人税等に含めて表示してお

ります。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成22年９月30日） 
前連結会計年度末 

（平成22年３月31日） 

１．有形固定資産の減価償却

累計額 

※１ ※１ 

  （百万円）

   259,211

  （百万円）

   250,631

２．偶発債務  金融機関の借入等に対する債務保証  金融機関の借入等に対する債務保証 

    （百万円）

従業員  2,949

その他２社  1,146

計  4,096

  （百万円）

従業員  3,275

その他２社  1,202

計  4,477

（四半期連結損益計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．販売費及び一般管理費 ※１ 主なもの ※１ 主なもの 

    （百万円）

従業員給料諸手当  25,349

研究開発費  8,862

  （百万円）

従業員給料諸手当  30,691

研究開発費  11,254

２．工事契約会計基準の適用

に伴う影響額 

※２  工事契約会計基準の適用に伴う 

   影響額は、「工事契約に関する会 

   計基準」（企業会計基準第15号  

   平成19年12月27日）第25項に基づ 

   き、平成21年４月１日時点で存在 

   するすべての工事契約について同 

   会計基準を適用したことによる過 

   年度の工事の進捗に見合う利益で 

   あります。 

    なお、過年度の工事の進捗に対 

   応する工事収益の額及び工事原価 

   の額は、それぞれ35,535百万円及 

   び29,681百万円であります。  

────── 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．販売費及び一般管理費 ※１ 主なもの ※１ 主なもの 

    （百万円）

従業員給料諸手当  11,696

研究開発費  5,070

  （百万円）

従業員給料諸手当  15,475

研究開発費  6,340
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平

成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．現金及び現金同等物の四

半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１ ※１ 

  （百万円）

現金及び預金勘定  38,760

預入期間が３か月を超

える定期預金等 
 △100

現金及び現金同等物  38,659

  （百万円）

現金及び預金勘定  69,757

預入期間が３か月を超

える定期預金等 
 △61

現金及び現金同等物  69,695

（株主資本等関係）

普通株式 746,484千株 

普通株式 31,841千株 

決議 株式の種類 

  

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年５月25日 

取締役会 
普通株式  1,071  1.5 平成22年３月31日 平成22年６月８日 利益剰余金 

決議 株式の種類 

  

配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月29日 

取締役会 
普通株式  1,429  2.0 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

当社の事業区分は、当社グループの社内区分をベースに製品・サービスの種類・性質等の類似性を考慮して

区分しております。 

２．各事業の主な製品 

電機システム 

駆動システム、インバータ、サーボシステム、モータ、無停電電源装置、交通向け機器・システム、セン

サ、情報システム、計測プラントシステム、工業計器、コントローラ、放射線管理システム、エネルギー

ソリューション、産業電源、施設用電機設備、クリーンルーム設備、火力発電機器、水力発電機器、原子

力発電関連機器、電気設備工事、空調・給排水工事、電磁開閉器、操作表示機器、配線用遮断器、漏電遮

断器、高圧真空遮断器、エネルギー監視機器 

電子デバイス 

パワーＩＣ、ＩＧＢＴモジュール、パワーディスクリート、複合デバイス、圧力センサ、アルミ媒体、ガ

ラス媒体、アルミ基板、感光体、画像周辺機器 

リテイルシステム 

自動販売機、飲料ディスペンサ、自動給茶機、硬貨・紙幣識別装置、金銭処理機、非接触ＩＣカードシス

テム、冷凍・冷蔵ショーケース、店舗用省エネルギーシステム、ユニット工法店舗 

その他 

不動産業、保険代理業、旅行業、金融サービス、印刷・情報サービス、研究開発、人事・総務、財務経

理、人材派遣サービス、知的財産権サービス 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
電機 

システム 
電子

デバイス 
リテイル
システム 

その他 計
消去又は 
全社 

連結

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高   

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 98,824  28,907  28,778  2,367  158,876  －  158,876

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 1,404  120  64  10,113  11,702  △11,702  －

計  100,228  29,028  28,842  12,480  170,579  △11,702  158,876

営業利益  150  △4,260  △1,874  807  △5,176  △717  △5,894

  
電機 

システム 
電子

デバイス 
リテイル
システム 

その他 計
消去又は 
全社 

連結

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高   

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 177,183  52,845  56,862  4,271  291,162  －  291,162

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

 2,255  472  104  16,392  19,225  △19,225  －

計  179,439  53,317  56,966  20,664  310,387  △19,225  291,162

営業利益  △4,679  △13,462  △2,355  1,072  △19,424  △1,092  △20,517
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３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高は電機

システムセグメントで15,043百万円増加し、営業損失は電機システムセグメントで2,968百万円減少して

おります。 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、英国 

(3）アジア（除く中国）………台湾、シンガポール 

 ３．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の売上高は日

本セグメントで15,043百万円増加し、営業損失は日本セグメントで2,968百万円減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

  日本 北米 ヨーロッパ
アジア（除
く中国） 中国 計 消去又は 

全社 連結

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高                 

（1）外部顧客に対する売上高  144,691  1,674  1,806  2,413  8,291  158,876  －  158,876

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 12,226  149  35  6,806  1,895  21,114  △21,114  －

計  156,918  1,824  1,841  9,220  10,186  179,991  △21,114  158,876

営業利益  △4,618  △13  △59  △1,169  457  △5,403  △491  △5,894

  日本 北米 ヨーロッパ
アジア（除
く中国） 中国 計 消去又は 

全社 連結

  （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

売上高                 

（1）外部顧客に対する売上高  263,785  3,474  3,711  4,507  15,683  291,162  －  291,162

（2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 20,219  335  73  11,991  3,662  36,280  △36,280  －

計  284,004  3,809  3,784  16,499  19,345  327,443  △36,280  291,162

営業利益  △19,041  △54  △97  △1,706  835  △20,064  △452  △20,517
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前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）北米…………米国、カナダ 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、英国 

(3）アジア（除く中国）………台湾、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

４．会計処理の方法の変更 

前第２四半期連結累計期間 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．（1）に記載のとおり、第１

四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び

「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、当第２四半期連結累計期間の海外売上高は

北米セグメントで991百万円、ヨーロッパセグメントで371百万円、アジア（除く中国）セグメントで758

百万円、その他セグメントで5,513百万円、それぞれ増加し、中国セグメントで3,277百万円減少しており

ます。 

  

【海外売上高】

  北米 ヨーロッパ
アジア

（除く中国）
中国 その他 合計

Ⅰ．海外売上高 

（百万円） 
 3,213  4,054  20,233  12,726  6,895  47,124

Ⅱ．連結売上高 

（百万円） 
           158,876

Ⅲ．連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

 2.0  2.6  12.7  8.0  4.3  29.7

  北米 ヨーロッパ
アジア

（除く中国）
中国 その他 合計

Ⅰ．海外売上高 

（百万円） 
 5,324  6,866  37,892  21,063  13,891  85,037

Ⅱ．連結売上高 

（百万円） 
           291,162

Ⅲ．連結売上高に占め

る海外売上高の割

合（％） 

 1.8  2.4  13.0  7.2  4.8  29.2
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、基本的に、各中核事業会社が、取り扱う製品・サービスに係る国内及び海外の包括的な戦略を
立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社グループは、各中核事業会社をベースに、取り扱う製品・サービスの種類・性質の類似性等を

考慮したセグメントから構成されており、「エネルギーソリューション」、「環境ソリューション」、「半導

体」、「器具」、「自販機」及び「ディスク媒体」の６つを報告セグメントとしております。 
 なお、「エネルギーソリューション」、「環境ソリューション」、「半導体」及び「自販機」の各報告セグメン

トについては、二以上の事業セグメントを集約して一つの報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントに属する主な製品及びサービスは次のとおりであります。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

【セグメント情報】

報告セグメント 主な製品及びサービス 

エネルギーソリューション 

地熱発電設備、火力発電設備、水力発電設備、原子力関連機器、 

太陽光発電システム、系統・配電システム、計測システム、 

放射線管理システム、電力量計 

環境ソリューション 

駆動制御システム、計測システム、情報システム、計測・センサー、 

産業電源、施設用電機設備、電源システム、クリーンルーム設備、 

店舗・流通システム、水環境システム、鉄道車両・自動車用機器システム、 

交通向け電機設備、インバータ、モータ 

半導体 パワー半導体、感光体 

器具 電磁開閉器、低圧遮断器、漏電遮断器 

自販機 飲料・食品自販機、通貨機器 

ディスク媒体 アルミ媒体、ガラス媒体、アルミ基板 

  
エネルギー
ソリューシ

ョン 

環境ソリュ
ーション 半導体 器具 自販機

ディスク
媒体 

その他
（注１） 合計 調整額

（注２） 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３） 

売上高                     

外部顧客への 
売上高 

 23,112  109,918  41,266  29,330  39,478  19,843  34,540  297,489  －  297,489

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 
 556  5,098  706  2,178  313  0  16,813  25,667  △25,667  －

計  23,668  115,016  41,973  31,509  39,791  19,843  51,353  323,157  △25,667  297,489

セグメント利益 
又は損失（△） 

 △2,731  △4,462  1,834  964  △2,396  △2,303  △356  △9,451  △1,552  △11,004

  
エネルギー
ソリューシ

ョン 

環境ソリュ
ーション 半導体 器具 自販機

ディスク
媒体 

その他
（注１） 合計 調整額

（注２） 

四半期連結
損益計算書

計上額 
（注３） 

売上高                     

外部顧客への 
売上高 

 11,346  59,088  20,605  15,431  21,597  7,924  19,095  155,088  －  155,088

セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 
 429  2,514  479  1,178  139  －  9,082  13,824  △13,824  －

計  11,776  61,602  21,085  16,609  21,737  7,924  28,177  168,912  △13,824  155,088

セグメント利益 
又は損失（△） 

 △1,614  △1,675  1,056  814  △852  △2,396  230  △4,437  △969  △5,407
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（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、電気設備工事、空調・給排水工

事、金融サービス、不動産業、保険代理業、旅行業、印刷・情報サービス及び知的財産権サービス等を含んで

おります。 

２．当第２四半期連結累計期間のセグメント損失の調整額△1,552百万円には、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△1,762百万円が、当第２四半期連結会計期間のセグメント損失の調整額△969百万円には、各報

告セグメントに配分していない全社費用△971百万円が、それぞれ含まれております。全社費用は、主に当社

の管理部門に係る費用であります。 

３．セグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

（追加情報） 
 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３

月21日）を適用しております。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

（注） １．有価証券及び投資有価証券の時価の算定方法 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券及び投資有価証券 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから「有価証

券及び投資有価証券」には含めておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

その他有価証券で時価のあるもの 

  

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

（金融商品関係）

科目 
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

有価証券及び投資有価証券  104,425  104,425  －

区分 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円） 

非上場株式等（非連結子会社及び

関連会社の株式を含む） 
 31,470

（有価証券関係）

  取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式  60,555  104,374  43,819

(2）債券  －  －  －

(3）その他  －  －  －

合計  60,555  104,374  43,819

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失等 

（注） １株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の

基礎は、以下のとおりであります。 

（注） １株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

  
当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  208.14  250.28

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり

四半期純損失（△）（円） 
 △22.74  2.31

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益（円） 

 潜在株式は存在するものの１株当

たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。 

 2.31

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純

損失 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 

（百万円） 
 △16,253  1,654

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円） 
 △16,253  1,654

普通株式の期中平均株式数（千株）  714,688  714,650

  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  －  1,043

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があった

ものの概要 

－ － 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失（△）（円）  △11.11  △11.61

潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益（円） 

 潜在株式は存在するものの１株当

たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。 

 潜在株式は存在するものの１株当

たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。 

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失（△）（百万円）  △7,938  △8,299

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失（△）（百万円）  △7,938  △8,299

普通株式の期中平均株式数（千株）  714,680  714,646

2010/11/15 11:28:2110689246_第２四半期報告書_20101115112812

- 33 -



前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日 至平成21年９月30日） 

１．当社の子会社である富士電機Ｅ＆Ｃ㈱及び富士電機総設㈱（いずれも連結子会社）は、それぞれ平成21年５月

22日に開催の取締役会において、富士電機Ｅ＆Ｃ㈱を存続会社、古河総合設備㈱及び富士電機総設㈱を消滅会社

とする吸収合併を行うことを決議し、同年５月22日に当事会社３社の間で締結された合併契約に基づき、同年10

月１日付で吸収合併が行われました。 

  合併の概要は以下のとおりであります。 

(1) 企業結合の目的 

  富士電機グループの１社としてプラント電気計装工事を中心としたビジネスを展開している富士電機Ｅ＆Ｃ㈱

と、古河電気工業グループの１社として電気工事・情報通信工事等に強みを有して事業展開している古河総合設

備㈱及び富士電機グループの１社として産業プロセス空調工事を得意として事業を行っている富士電機総設㈱

は、各社の保持技術とノウハウを効果的に組み合わせることにより、従来にはなかったエンジニアリングに強み

をもつ総合設備工事会社としての展開を行い、設備工事業界における競争力の強化を図ることを目的として、本

合併を行うこととしました。 

(2) 企業結合の法的形式 

 富士電機Ｅ＆Ｃ㈱を存続会社、古河総合設備㈱及び富士電機総設㈱を消滅会社とする吸収合併。 

(3) 株式の種類及び合併比率 

 古河総合設備㈱の普通株式１株に対して、富士電機Ｅ＆Ｃ㈱の普通株式1.2株を割当交付し、富士電機総設㈱

の普通株式１株に対して、富士電機Ｅ＆Ｃ㈱の普通株式7.4株を割当交付しました。 

(4) 上記(3)の算定方法 

 富士電機Ｅ＆Ｃ㈱はビバルコ・ジャパン㈱を、古河総合設備㈱はＧＣＡサヴィアン㈱を、富士電機総設㈱は坂

上信一郎公認会計士事務所をそれぞれ第三者機関に選定して合併比率の算定を依頼し、その算定結果をもとに当

事会社３社間で協議の上、算定しました。 

(5) 結合後企業の資本金・事業の内容等 

 ①商号      富士古河Ｅ＆Ｃ㈱（英文名：FUJI FURUKAWA ENGINEERING & CONSTRUCTION CO.LTD.） 

 ②本店の所在地  神奈川県川崎市 

 ③代表者の氏名  代表取締役社長 小池 文章、代表取締役副社長 小倉 俊次郎、木田 友康 

 ④資本金     1,970百万円 

 ⑤純資産の額   未定（現時点では確定しておりません。） 

 ⑥総資産の額   未定（現時点では確定しておりません。） 

 ⑦事業の内容   イ) 電気設備工事 

          ロ) 電気計装工事 

          ハ）空調・給排水衛生設備工事 

          ニ）情報通信設備工事 

          ホ）建築工事 

          ヘ) 上記各号に付帯関連する一切の事業 

(6) 実施する会計処理の概要 

 本合併に関する会計処理は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日公表分）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成19年11月

15日公表分）に基づき、古河総合設備㈱を被取得企業とするパーチェス法、富士電機総設㈱を被結合企業とする

共通支配下の取引の会計処理を適用する見込みです。 

（重要な後発事象）
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 ２．当社は、平成21年６月18日開催の取締役会において、当社100％子会社である富士電機デバイステクノロジー

㈱の半導体事業及び感光体事業を、同じく当社100％子会社である富士電機システムズ㈱（いずれも連結子会

社）に、会社分割により承継させることを決議し、同日締結された分割契約に基づき、同年10月１日付で会社分

割が行われました。 

  会社分割の概要は以下のとおりであります。 

(1) 企業結合の目的 

 事業拡大と市場に対するプレゼンスを高め、半導体、モータ、制御機器などの当社グループが強みとするコン

ポーネントを組み合わせたシステムを創出するとともに、「エネルギーと環境」分野を軸にしたソリューション

事業を強化するため、富士電機デバイステクノロジー㈱と富士電機システムズ㈱のそれぞれが保有しているパワ

ーエレクトロニクスのコア技術（制御・回路・半導体）等の経営リソースを結集することとしました。 

  (2) 企業結合の法的形式 

 富士電機デバイステクノロジー㈱を分割会社とし、富士電機システムズ㈱を承継会社とする、分割型吸収分

割。 

  (3) 会社分割に際して発行する株式及び割当 

 富士電機システムズ㈱は、本会社分割に際して普通株式１株を発行し、そのすべてを富士電機デバイステクノ

ロジー㈱に割当て、富士電機デバイステクノロジー㈱は、割当を受けた本株式を配当財産として、本会社分割の

効力発生日に、当社に対して剰余金の配当を行いました。 

(4) 実施する会計処理の概要 

 吸収分割会社及び吸収分割承継会社ともに当社の100％子会社で、会社分割後もその状況に変わりはないた

め、共通支配下の取引の会計処理を適用する見込みです。 

  

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 
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① 平成22年10月29日開催の取締役会において、中間配当に関する決議を行っております。 

なお、中間配当の内容につきましては、「１．四半期連結財務諸表 注記事項（株主資本等関係）」に記載のと

おりであります。 

② その他該当事項はありません。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２１年１１月１３日

富士電機ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 遠藤 健二  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 那須 伸裕  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 由良 知久  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊藤 正広  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士電機ホー

ルディングス株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１

年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士電機ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２１年９月

３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点にお

いて認められなかった。 

  

追記情報 

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用している。 

  重要な後発事象に記載されているとおり、富士電機Ｅ＆Ｃ株式会社は、平成２１年１０月１日を効力発生日として、

古河総合設備株式会社及び富士電機総設株式会社を吸収合併した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成２２年１１月１５日

富士電機ホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 種本  勇  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 那須 伸裕  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 由良 知久  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 伊藤 正広  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている富士電機ホー

ルディングス株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

（平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２

年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、富士電機ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成２２年９月

３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第

２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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